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第1章 通信及び情報化の現況

昭和50年度の我が国経済は戦後最大の不況からの回復過程にあった。50年

4月 から6月 において,景 気は一時的に回復の兆 しをみせたものの,そ の後

年末にかけて民間設備投資の冷却,個 人消費支出の伸び悩み等国内需要の低

迷によって景気は足踏み状態となった。 しか し,51年 に入 り景気浮揚のため

の財政 ・金融政策が効果を表す とともに,欧 米諸国の景気回復等により輸出

が好調とな り,我 が国の景気は急速に回復の方向に向かった。 この結果,50

年度の経済成長率は名目で9.2%,実 質で3.0%と なった。

社会経済活動の基盤を形成する通信の分野においても,こ のような経済状

況を反映 し,通 信サービスの総生産額(収 入額)は 前年度の実績をわずかな

がら上回ったものの全般的に低調であり,前年度に比べ12.0%増 の3兆2,441

億円にとどまった。

本章では50年度の通信について,ま ず年間の状況を概括的には握 し,次 い

で通信関連産業の動向,我 が国の情報化の動向について順次取 り上げること

とする。

第1節 昭和50年 度 の通信 の動 向

1通 信の動向

(1)概 況

ア.国 内通信 の動向

最近 の国内通信 の動向は,第1-1-1図 の とお りであ る。
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電話サービスの生産額についてみると,そ の約70%を 占める通話料収入

が伸び悩んだため,電 話サービスの生産額は,1兆8,712億 円と対前年度比

12.1%の 増加 となり,前 年度に比べやや回復 した ものの,過 去数年に比べ低

い伸びにとどまった。

なお,農 林漁業地域の通信手段として利用 されている有線放送電話の端末

設備は,前 年度に比べ8.7%減 少 し228万 台となった。また,50年 度の有線

放送電話 の生産額は,前 年度に比べ2.9%減 の209億 円であった。

第1-1-5図 加入電話等の推移
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に とどまった。50年 度 の専用サ ー ビスの生産額は,対 前年度比11.6%増 の

497億 円 とな った。

ここ数年飛躍的な増 加を続けて きたデ ータ通信 システ ム数は,経 済活動 の

低迷 を反映 し,50年 度 末 システム数は,1,479シ ス テ ム(私 設 シス テムを除

く。),対 前年度比26.6%の 増 加に とどまった。50年 度 においては新 たに54銀

行を結ぶ共同利用 シス テムであ る現金 自動支払 システ ム等がサ ービスを開始

した。

我が国は米国に次 ぐ電子 計算 機を保有 しているが(第1-1-6表 参 照),

電 子 計算機 の うちでデ ータ通信 に使 用 されてい る割合を示 すオ ンライン化率

は,年 々上昇 し50年 度 末 までに5.3%と な ってい る。

デー タ通信回線 の うち,特 定 通信回線 は4万6千 回線 と前年度に比べ35.8

%増 加 してお り,公 衆 通信 回線 も対 前年度比99.7%増 の5千 回線 と高い伸び

を示 して いる。

この ような状況 の下で電電公社の データ 通信サ ー ビスの生産額 は,590億

円 と前年度に比べ28.9%の 増 加 とな った。

第1-1-6表 電子計算機設置台数及び金額

試
日 本

米 国

英 国

西 独

フ ラ ン ス

設 置 台 数

28,054
台

65,040

8,421

11,485

9,291

設 置 金 額

61
億 ドル

302

37

47

33

コンピュータ白書による。

(注)汎 用コンピュータの1974年 末 の数字である。

なお,50年 度 において電電公社 は,1兆4,181億 円 の設備投資を 行った。
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一般 加入電話290万 加 入をは じめ として公衆電話4万1千 個
,デ ータ通信 シ

ステム8シ ステム等が増設 され るとともに,電 話局575局,市 外 回線15万3

千 回線等 の建設が行われた。 その資金については,事 業収支 の大幅 な悪化を

反映 して,資 本勘定 の70.6%を 外 部資金 に依存せ ざるを得 ない状況 にあ り,

特 に長期借入金は4,030億 円 に達 してい る。

テ レビジ ョン放送 は,国 民 の問に広 く普及 してお り,日 本放送協会(以 下

rNHK」 とい う。)の 受信契約総数は,50年 度 末 において2,654万 件,世 帯

普及率82.6%に 達 した。 この うちカラー契約は2,226万 件 とな ったが,そ の

契約数 の伸びは年 々低下 してお り,次 第に頭 打ちの傾 向がみ られ る。

一方 ,ラ ジオ放送 は,カ ーラジオ及び個人用 ラジオの普及,FM放 送 の進

展等に よ り地 道な発達 を続けてい る。

放 送サ ービスの生産額については,NHKで は テ レビジ ョン受信契 約数の

伸び の低下 に よ り対前年度比4.9%増 の1,287億 円に とどまった。 また,民

間放送では前年度 に引 き続 き広告料収入 が伸 び悩み,7.9%増 の5,481億 円

とな っている。

イ.国 際通信 の動向

最近の国際通信 の動向は第1-1-7図 の とお りであ る。

外 国郵便物(差 立及び到着)は,近 年 ほぼ横ぽいの状態にあ り,50年 度 に

おいて も2億138万 通(個)と 対前年度 比1.7%の 増 加であ った。船便 ・航空

便別の利用動 向についてみる と船便か ら航空便に移行する傾 向にあ り,航 空

便の 占める割合は40年 度の63.6%か ら50年 度74.5%へ と上昇 した。 このよ う

な傾向は,よ り迅速な国際通信 サー ビスが求め られている ことな どか ら,今

後 も強 まる ものと思われ る。

地域別 には,差 立,到 着 とも北 ア メ リカ州が最 も多 く,総 物数 の34.4%を

占めている。

国際電報は,国 際加入電 信の普及等 に よりその伸びは停滞 してお り,50年

度 におけ る取扱数は,525万 通 で前年度に引 き続 き減少 した。地域別 には ア

ジァ州が55.9%を 占めてい る。
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国際 加入電信は,国 際電話 とともに,従 来経済 の高度成長 と国際通信網 の

拡充 に よって年平均30%以 上 の伸 びを示 して きたが,世 界的不況 の下 で49年

度 におけ るそ の伸びは大 き く鈍化 した。 しか し,50年 度 に おいては 回復 の兆

しを見せ,対 前年度比25.0%増 の1,623万 度 とな った。

利用動 向を対地別にみれぽ,時 差 の関係 もあ り欧州 ・ア メリカ州 の割合が

高 く,そ れぞれ31.1%,30.4%を 占めてい るが,近 年 アジア州 の割合が次第

に増 加 してい る。

な お,国 際電信 サ ービスの生産額 は,対 前年度 比12.1%増 の331億 円 とな

った。

国際電話 サー ビスについてみれぽ,そ の通話度数は対前年度比16.1%増 の

857万 度 であ り,こ れを生産額 でみ ると,対 前年 度比15.1%増 の319億 円 と

なっている。48年3月 に開始 された国際 ダイ ヤル通話は,現 在 のところ全発

信度数 の2%に す ぎないが,外 国側対 地 の拡張,国 内利用可能地域 の拡大 と

ともに徐 々に増加 しつつあ る。

第1-1-7図 国際通信の動向
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第1-1-8表 通信サービスの生産額

(単位:億 円)

区 別1・ ・鞭}・ 。籟 醐 率(%)備 考

郵 便1・793i・49518・51辮 慧 謬 霧瓢

公 社 電 話 16,692

17,185

1・7121

20919,240

12.1

12.0

電電公社の電話
収入

有線放送電話 216 △2.9 事業収入

国 際 電 話 277 319 15.1 国際電電の電話
収入

公 社 電 信 3821
677

398

729

4.1

7.7

電電公社の電信
収入

国 際 電 信 2951 331 12.1 国際電電の電信
収入

公 社 専 用 446

522

4971
580

11.6

11.1

電電公社の専用収入(
データ通信料を除 く。1

国 際 専 用 76 83 8.9 国際電電の専用収
入

公社データ通信 457 590 28.9 電電公社のデータ
通信料

国 際 そ の 他 33 139 18.5 国際電電のその他
の収入

NHK 1,228

6,307

1,287

6,768

4.9

7.3

受信料収入と交付金
収入

民間
放送

ラ ジ オ 666 709 6.4 民間放送各社のラジ
オ営業収入

テ レ
ビ ジ ョン 4,413 4,772

1
8.1 民間放送各社のテレ

ビ営業収入

計 ・・g741・ ・44112・ ・

参考
国民総生産 1,363,393 1,489,460 9.2

個人消費支出 734,485 846,792 15.3

有線放送電話は郵政省資料,民 間放送は 「日本放送年鑑」(昭 和51年 版)そ の

他は各年度決算による。
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加している。対地別ではアジァ州が78.5%を 占め,電 話 と同様その割合は増

加の傾向をみせている。

国際通信需要の増大に伴い,国 際電信電話株式会社(以 下 「国際電電」 と

いう。)は,通 信設備の拡充強化を推進 している。50年 度においては第二太

平洋ケーブルの開通,日 中間海底ケーブルの建設,衛 星通信施設の整備等に

174億 円の設備投資を行 った。

(2)主 な 動 き

ア.悪 化した通信事業経営

世界的不況の下で,通 信事業は収入の伸びが鈍化す る一方,人 件費をはじ

めとする支出が増加し,収 入,支 出の両面から大 きな圧迫を受けた。

郵便事業においては49年 度1,247億 円の赤字が生 じたが,51年1月25日 郵

便料金の改定が実施され,郵 便事業の財政基盤を再建するための端緒が開か

れた。 しかしなが ら50年度においても1,319億 円の赤字となった。

電電公社は,前 年度1,753億 円の赤字を計上 したが,物 価政策の立場から

電話料金等の改定が据え置かれたため,50年 度の決算では総収入2兆1,103

億円に対 し総支出は2兆3,915億 円で2,812億 円の赤字 とな り,公 社発足以来

最大の財政危機に直面 した。

このような事業財政を抜本的に立て直すため,通 話料の単位料金である度

数料を7円 から10円に,基 本料を現行の2倍 に(51年 度中は暫定的に1.5倍),

通常電報料を2倍 にそれぞれ引き上げることを骨子 とした 「公衆電気通信法

の一部を改正する法律案」が51年2月 第七十七回国会に提出されたが,継 続

審査として取 り扱われることとなった。

NHKに おいても,受 信料収入の伸び悩み等か ら49年 度40億 円,50年 度

189億 円の赤字を計上 した。 このような状況の下で,NHKは その経営の基

本問題について広 く調査,検 討す る た め 「NHK基 本問題調査会」を設置

し,今 後の事業運営の在 り方について答申を求めた。NHKで は,同 調査会

から提出された報告書等を勘案し,受 信料の値上げを盛 り込んだ51年度収支

予算,事 業計画及び資金計画を51年2月 国会に提出した。 この51年 度収支予
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算等は,51年5月 国会で承認され,受 信料の月額が51年6月 分から普通契約

については315円 から420円 に,カ ラー契約については465円 から710円 に改定

された。

イ.郵 便料金の改定

48年12月 郵政審議会から 「郵便事業収支の改善を図るためには,こ の際,

郵便料金を改正することが適当である。」 との答申が 出されて 以来懸案 とな

っていた郵便法改正案が,50年12月22日 成立し,51年1月25日 から実施 され

た。

近年の大幅なベースア ップ等のために人力依存度の高い郵便事業の財政事

情が極度に悪化 したため,48年10月 郵政大臣から郵政審議会に 「郵便事業の

健全な経営を維持する方策について」諮問がなされた。同審議会は郵便料金

改定の答申を行ったが,物 価安定を最大の課題とする政府の方針に基づき,

郵便料金の改定は小包郵便料金を除き,49年 度中は見送 られた。

その後49年 度のベースアップが約30%に も及んだため,49年11月 郵政省

は,同 審議会に再度諮問し,そ の答申を基に50年1月31日 改正案を第七十五

回通常国会に提出した。改正案は長期間の慎重な審議の結果,12月22日 第七

十六回臨時国会において成立し,51年1月25日 から実施に移された。

改定の内容は封書50円,は がき20円 とするもので,同 時に省令料金である

書留,速 達料等が改定 され,併 せて身体障害者等の郵便物に対する優遇措置

等が採 られた。

ウ.生 活情報システムの実験開始

郵政省は,51年1月29日 東京都下多摩 二一一タウンにおいてCATVの 多

目的利用の可能性を探る生活情報システムの実験を開始 した。

この実験は,一 般家庭のテレビジョン受信機と実験センタとを同軸ケーブ

ルで結び,住 民のニーズの強い各種生活情報サービスを提供するもので,地

域社会における ㏄IS(CoaxialCableInformatiomSystem:同 軸ケーブ

ル情報 システム)の 可能性を検討 し,CCISの 需要,経 済性,技 術上の問題

点等を解明することをそのねらいとしている。
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郵政省では,46年9月 にCCIS調 査会を設置し,CATVの 多目的利用に

ついて調査研究を行ったが,更 にCCISを 利用 した生活情報システムの開発

実験を行 うこととし,48年 度から実験調査に必要な設備等の開発製作,番 組

の作成,実 験センタの設置等の準備を進め,51年1月 から実験を開始 した。

実験の対象 となるのは多摩ニュータウン内の約250世 帯で,次 のような情

報サービスが提供されている。①テレビジョン放送再送信サービス,② 自主

放送サービス,③ 自動反復サービス(ニ ュース,天 気予報等を一定の時間 ご

とに静止した画像に音声をつけて送信する。),④放送応答サービス(セ ンタ

から送信される番組に対 し,質 問や回答ができる。),⑤ 有料テ レビサービス

(特定のテ レビジョン受信機に番組を送信す る。),⑥ 静止画サービス(各 家

庭からのリクエス トに応 じ,各 種の情報を静止画で送信する。),⑦ ファクシ

ミリ新聞サービス(新 聞を各家庭に伝送する。)⑧ フラッシュ・インフォメ

ーション・サービス(ロ ーカルニュース,ス ポーツニュース等5種 類の情報

をテレビジョンの画像に重畳 して伝送する。)

エ.中 波放送の再編成

中波放送(ラ ジオ)に おける国際的な混信問題を解決するため,50年10月

ジュネーブにおいて長 ・中波放送に関する地域主管庁会議(第 二会期)が 前

年度に引き続 き開催され,「第一地域及び第三地域に おける中波帯並びに 第

一地域における長波帯の放送業務の周波数使用に関す る地域協定」が締結さ

れた。

この結果,我 が国に認められた周波数は109波,放 送局数は509局 とな り,

現行の放送体制を維持する見通しを得た。郵政省は同協定に基づき,51年4

月16日,空 中線電力の増力,標 準放送用周波数割当計画表 の修正等を行い受

信改善を図ったが,更 に搬送周波数を9kHzの 整数倍に統一するなどのた

め,同 計画表の全面改正を行い,協 定が発効する53年11月23日 に備えること

としている。

オ.難 視聴対策

テレビジョン放送難視聴対策調査会は,テ レビジョン放送が国民の文化的
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な日常生活にとって必要不可欠であるとし,辺 地難視聴及び都市受信障害に

ついてのそれぞれの関係者の責務を明らかにし,そ の制度的解消のための施

策,技 術的方策等を検討 し,50年8月 に報告書を郵政省に提出した。

郵政省は,報 告書の提出を受けた後,省 内に 「難視聴対策委員会」を設け,

効果的方策について検討を進めているが,現 在までに辺地難視聴対策 として

は,極 微小電力テレビジョン放送局(ミ ニサテ)の 実用化を図るとともに,

郵政大臣から一般放送事業者及び民放連会長に対 しミニサテの置局等により

難視聴解消を更に促進するよう要望した。また,都市受信障害対策 としては,

NHKに 対するSHF放 送に関する実験局開設の免許及び高層建築物による

受信障害解消についての指導要領の策定等の施策を実施 した。

郵政省では更に51年 度に おいて都市及び辺地における難視聴の実態調査

を行 う予定である。

カ,宇 宙開発の推進

国際通信用の衛星システムとしては,既 にインテルサ ット及びインタース

プートニクがあるが,最 近では各国で国内通信用衛星の導入が相次いで計画

され,一 部の国では既にサービスが開始されている。

我が国においても,宇 宙開発事業団によって50年9月9日 実利用の分野の

衛星として我が国最初の技術試験衛星1型(ETS-1)が 打ち上げられ,

続いて51年2月29日 電離層観測衛星(ISS)が 軌道にの り,宇 宙開発は本

格的段階に入った。

ISSは,電 離層における臨界周波数,電 波雑音等の定常的測定を行い,

短波通信における予報と警報の精度向上に 役立てる ことを 主 目的 としてい

る。その開発については予備設計までを郵政省電波研究所が担当し,そ れ以

降の開発,打 上げを宇宙開発事業団が担当した。また,衛 星の運用,管 制の

ための地上施設は,郵 政省電波研究所鹿島支所を中心に整備が進め られてき

た。

ISSは,打 上げ後順調に作動していたが,4月2日 衛星か らの電波が途

絶え,以 後電波の送信は,全 面的に停止 した状態となっている。
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なお,宇 宙開発事業団においては,更 に技術試験衛星H型(ETS-H)

等の打上げの準備,実 験用通信衛星,放 送衛星等の開発を進めている。

キ。国際海事衛星システムに関する国際会議の開催

船舶が行 う通信に衛星技術を利用する国際海事衛星システムの設立に関す

る第一回及び第二回政府間会議がロン ドンで開催 された。

現在,遠 洋における海上通信は,主 に短波によって行われているが,混 信

が多 く品質が不安定である。 これ を 改 善 す るた め,政 府間海事協議機構

(IMCO)に おいて,宇 宙通信技術の導入が検討され,1973年11月 のIMCO

総会の決議に基づき,国 際海事衛星システムの設立に関する政府間会議が開

催されることとなった。

ロン ドンにおける1975年4月 の第一回,1976年2月 の第二回政府間会議

の結果,国 際海事衛星機構(イ ンマルサット)設 立に関する組織,制 度上の

諸原則について合意が得 られたが,基 本文書の一部条項につき調整を図るこ

とができず,条 約案の採択は次回政府間会議に持ち越された。

ク.放 送大学の実施調査

広 く国民に大学教育を受ける機会を提供するため,放 送大学設立の具体化

について,郵 政省は文部省 と緊密な連絡をとりなが ら検討を進めてきた。

文部省は,49年3月 発表された 「放送大学(仮 称)の 基本構想」の具体化

を図るため,49年 度か ら 「放送大学創設準備に関する調査研究会議」を設置

し,検 討 した結果,50年12月 「放送大学の基本計画に関する報告書」を発表

した。この中で①全国世帯の約80%を カバーするためには,全 国約2百 の地

点にテ レビジョン放送及びラジオ放送の送信所を段階的に整備する必要があ

り,そ の経費として約420億 円(敷 地取得i費を除 く。)が必要であること,②

大学創設の第一期事業の目標 として,東 京,名 古屋及び大阪の3広 域送信所

並びに東北及び四国の第一次県別送信所を設置することなどが述べられてい

る。

郵政省としては,今 後 とも文部省における調査研究の推移をみながら対処

することとしている。
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ケ.東 南 アジア海底 ケーブル計画

国際電電 は,50年9月15日 フ ィ リピンのETPI(EastemTelecommu-

nicationsPhilippinesInc.)及 び 英国 のC&W(CableandWireless

Ltd.)と の 間に沖縄一 ル ソンー 香港 ケーブルの建設保守協定 を締結 した。

東南 アジアケーブル計画 は,か つ て我が国が提唱 し,各 国の賛同を得た も

のであるが,衛 星通信の登場等 の事情に よ り計画は長期 にわた って進展がな

か った。 しか し,近 年 にな って海底 ケーブル技術 の進歩 に よる1回 線当た り

コス トの低下等を反映 して,関 係 国間 で改め て東南 アジアケー ブル計画 に対

する関心が高 ま り,49年8月 の東京 におけ る日本,フ ィリピン及 び英国(香

港)の3か 国主管庁,通 信 事業体間 の会合で計画実施の第一段階 として沖縄

一ル ソンー香港 ケーブルの建設 につ いて合意が得 られ た
。

郵政 省は,こ のケーブルの建設保守協定締結について,50年9月13日 国際

電電に対 し認可を行い,国 際電電 は同月15日 フ ィリピンのETPI,英 国 のC

&Wと の3当 事者間協定 に署名を行 った。

沖縄一 ル ソンー香港 ケーブルは52年 度 中に完成 の予定であ るが,そ の長 さ

は沖縄一ル ソン間1,290km,ル ソ ンー香港 間860kmで あ る。回線容量 は

それぞれ電話級1,600回 線,1,840回 線 とな って いる。建 設費 は約150億 円

と見込 まれ,日 本側 の分担は約60億 円で ある。

コ.新 海底同軸 ケーブルシステム開発 会議 の設 置

郵政省は,増 大す る国際通信需要 に対応 し,国 際海底同軸 ケーブル建 設計

画 を一層強力に推進す るため,50年6月 郵政 省,学 識経験者,電 電公社,国

際電電,メ ーカ等 か らなる 「新海底同軸 ケーブル システム開発会議」 を設置

した。

同開発会議においては,50年 度 か ら4か 年 計画 で,従 来 の銅に代えて アル

ミニウムを外部導体 として使用 し,銅 資源の枯渇化 に対処す る とともに,ケ

ープル システム全体の経済 化を図る新海底同軸 ケーブルシステムを開発す る

こととしてお り,50年 度 と51年 度 には基礎的技術 の開発,51年 度 末か らは現

場試験用 のケーブル,中 継器,等 化器等 の製造を実施す る ことと してい る。



第1-1-9図 基幹メディアの国際比較

郵便通数)

年間1人 当た り利用通数 年間総利用通数

日 本

米 国

英 国

西 独

フフンス

(注)1973年 の数 字 で あ る。

(電報通数)

年間1人 当た り利用通数

日 本

米 国

英 国

西 独

フフンス

国連 「世界統計年鑑」により作成。

年間総利用通数

(注)1973年 の数 字 で あ る 。
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(電話機数)

AT&T「 世 界 の 電 話 」 に よ り作成 。

(注)1.日 本 及 び 英 国 は1975年3月31日,他 は1975年1月1日 現 在 の 数字 で あ る。

2.日 本 に つ い て は 有 線 放 送電 話 を含 む。

(テ レ ビジ ョン受 信機数)

18

NHK「 世 界 の ラ ジオ とテ レ ビジ ョ ン」 に よ り作 成 。

(注)1.日 本 は1975年11月,米 国は1974年1月,他 は1974年12月 現 在 の数 字 で あ る。

2.米 国 以 外 は受 信 許 可(契 約)件 数 。

(ラジオ受信機数)
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郵便物数 は,各 国 とも漸増又 は停滞 の傾向に ある(第1-1-10図 参 照)。

1965年 を100と した場合,1973年 に おいて我が国は138,米 国123,英 国97,

西 独106,フ ラ ンス123で あ り,我 が 国の郵便物数 の伸 びは各 国に比 べ比較 的

高い。

総物数 では我が 国は世界 でも有数 の郵便利用 の多 い国 とな ってい るが,年

間1人 当た り利用通数 は欧米諸 国 と比べ て低 い水準 にある。

第1-1-10図 郵便物数の推移
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郵便の交流状況をみれぽ(第1-1-11表 参照),大 半の郵便物が事業所か

ら差し出されてお り,総 郵便物に占める 事業所差出 しの割合は,我 が国81

%,米 国78%,英 国77%,西 独81%と ほぼ同様の値を示 している。

その反面・郵便の受取人は私人の受取が過半数を占め,総 物数に占める私

人受取の比率は,我 が国57%,米 国70%,英 国50%,西 独58%と なってい
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る。米国の比率が高いが,1968年 当時の調査において64%で あったことか

ら,私 人の受取の割合が更に増加したことになる。

あいさつ状等の私人間通信が総郵便物に占める割合は各国とも低 く,我 が

国17%,米 国11%,英 国14%,西 独11%と なっている。

一方,ダ イレクトメール等の事業所から私人に差 し出される郵便物が総物

数に占める比率は,我 が国39%,米 国59%,英 国36%西 独47%で ある。米

国では1968年 の50%か ら更に増加 してお り,そ の内容は広告関係及び領収書

等の金銭関係が主要なものである。

事業所から事業所に差 し出される郵便物は,我 が国41%,米 国19%,英 国

41%,西 独35%と なってお り,米 国及び西独においては,事 業所か ら私人あ

ての郵便物 よりも少ない。特に米国では全郵便物の2割 弱であ り,1968年 当

時の29%か ら更に減少 している。

電報の利用動向は,第1-1-12図 に 示す とお りである。各国とも最盛期

に比べ大 きく減少 しており,我 が国でも2分 の1に 減少 している。我が国の

ピークは1963年 であ り,各 国に比べ20数 年遅れているが,こ れは加入電信

サービスの開始や加入電話の普及の遅れ等によるものと思われ る。

電報は,緊 急通信手段 としてかつては広 く利用 されていたが,現 在では電

話,加 入電信の普及,デ ータ通信の出現によって各国 とも減少 している。米

国では1970年 か ら開始 された メールグラム(ウ エスタン・ユニオン電信会社

と米国郵政公社の提供 している電子郵便サービス)の 急成長(1974年 におい

て2千 万通)が 電報の利用に影響を与え,ま た,英 国においては郵便サービ

スの向上(第 一種は翌 日配達)に よるところの影響が大 きい。

我が国の年間1人 当た り電報利用通数は0.4通 と各国に比べ高い値を示し

ているが,こ れは慶弔電報の利用が多いこと(電 報通数全体に占める慶弔電

報通数の比率(1973年)は,日 本57%,英 国34%,西 独14%で ある。),各 国

に比べ料金が低廉であることなどによるものと思われる。ちなみに各国の電

報料金は我が国の4～9倍 であ り,特 に米国では人手配達の場合は15倍 とな

る。
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第1-1-12図 電報通数の推移
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一方
,我 が国の電話 の普及には 目覚ま しい ものが あ る(第1-1-13図 参

照)。1965年 に は人 口100人 当 た り電話機数は13台 であ った ものが,1967年 に

西独を,1973年 に英国を抜 き,1975年 に は38台 と急 ピッチで普及 し,そ の普

及率は,米 国,ス ウェーデン,ス イス,カ ナダ,ニ ュー ・ジーラン ド.デ ン

マークに次いで第七位 に位置 してい る。

また,総 電話機数は,1966年 か ら1975年 に かけて年平均13%の 率 で増加

し,1975年 に は4,190万 台 とな り,世 界 の電話機3億5,859万 台 の うち1割 以

上を 占めてお り,米 国に次 ぐ電話機保有国 となってい る。

各国 の主要都市 の電話機数を比較 す る と(第1-1-14表 参 照),東 京 は

506万 台 で 二一一 ヨー クに次いで第二位,大 阪は175万 台 で モスクワに次 い

で第七位である。

需給関係をみれば,米 国,英 国,西 独は ほ とん ど積滞 が 解消 され ている
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が,フ ラ ンスは約100万 の積滞 を抱 えている。我 が国の積滞は1970年 度 末

291万 か ら1975年 度末48万 とな り,需 給 関係 は大幅に改善 された。

なお,電 話 の普及が最 も進 んでいる米国においては,既 に1954年 ころほぼ

積滞 を解消 し,最 近の電話 機数 の伸 びは年 々5%程 度で ある。

テ レビジ ョンの普及 も着実 に 進行 して い る。西欧諸国の ほ とん どが人 口

100人 当 た り20～30台 で あ り,我 が国において も24台 に達 した。世界全体 で

約3億5千 万台 のテ レビジ ョン受信機が普及 しているが,こ の うち3分 の1

を 米国が占め,100人 当 た り55.6台 で2人 に1台 強 である。我が国において

は2千6百 万 台に達 し,世 界全体 のテ レビジ ョン受信機 の8%を 占 め て い

る。

現在世界 で57か 国が カラー放送実施 国 とな って いるが,我 が国のカラー契

約 の比率は極 めて高い(第1-1-15表 参 照)。

我が国では余暇時間 におけ るテ レビジ ョンの役割は大 き く,1人 当た り平

日で3時 間43分,日 曜 日で4時 間32分 見 られてお り,家 庭婦 人,高 年齢層 の

視聴時間が長 く,更 に増加す る傾向にある(NHK「 全 国聴 視率 調査」1975

第1-1-15表 テ レビジョン受信機とカラー受信機の普及台数

(単位:千 台)

国 名

日 本

米 国

英 国

西 独

フ ラ ン ス

受信機台数(A)

26,328

117,000

17,665

18,920

13,632

カラー受信機

台 数(B)

21,716

52,550

6,824

6,900

1,622

B/A(%)

82.5

44.9

38.6

36.5

ll.9

NHKr世 界のラジオとテレビジコン」により作成。

(注)米 国以外は,受 信許可又は契約件数。
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年11月)。

米国においても,我 が国 と同様テレビジョンの視聴時間は長 く,1人 当た

り1日3時 聞,1世 帯当た りでは6時 間15分 前後である。成人女性の視聴時

間が長いが,最 近高学歴層,高 所得層の視聴時間の伸びが著しくなっている。

第1-1-16図 は西欧主要都市で視聴できる平 日に おけるチ ャンネル数 と

放送時間を示 したものである。西欧各都市では開始時間が遅 く,日 中では教

育放送が多 く,一 般視聴者向けの放送は午後ない し夕方か らである。 日中に

休止時間が多いのもその特微である。

第1-1-16図 西欧主要都市における視聴可能チャンネル数と放送時間

圏 教 育放送 囲 休止時 間

"寺際i6912151821243

ロ ン ド ン
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1BA

パ リ

TFl
A2
FR3

ケ ル ン

第1
第2

第3

NRK資 料 に よる 。

(注)1,ロ ン ドンのBBCは 公 共 放 送,IBAは 商 業 放 送,ケ ル ンの3系 統

は公 共 放送,パ リの3系 統 は国 有 企 業 の放 送 で あ る 。

2.1976年1月29日 の番 組 表 を利 用 した 。

これは視聴 時間に反映 し,西 欧諸 国の視聴時間 は一般 に短 くな ってい る。

英国では1人 当た り1週 平均17時 間 であ り,西 独 では1日 当た り平均2時 間

弱,フ ランスでは1日 平均2時 間30分 以上 とな っている。

一 方
,我 が国の ラジオ受信機数は,5,965万 台 と推定 され てお り(NHK

調 査),人 口100人 当 た り54台 で あ る。

聴取状況をみれば,我 が国では1日 の うちで ラジオを少 しで も聴 いた者 は

平 日で29%で あ る。 また,ラ ジオの平均聴取時間 は平 日1目 で38分 となって
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お り,ラ ジオが最 もよ く聴 かれ ている時間帯は朝6時 半か ら8時 までである

(NHKr全 国 聴視率 調査」1975年11月)。

米国においては,3億8,339万 台 の ラジオ受信機があ り,人 口100人 当 た り

182台 で ある。1日 の うちで ラジオを少 しで も聴いた者は84%と な ってお り,

我 が国に比べは るかに高い値を示 してい る。時間帯別 では午前6時 か ら10時

の聴取率が最 も高 く,自 動車 に よる通勤の時間中に利用 されてい る。

西欧諸国では,平 日には朝食時に テ レビジ ョン放送 を していないため,朝

の 二一一スは新聞又は ラジオに頼 る以外に方法がな く,天 気予報や交通情報

等は ラジオが独 占 して いるとい って よい。 このため我が国に比ベ ラジオ との

つなが りが深 く,英 国においては1週 平均1人 当た り聴取時間は8時 間30分,

西 独では1日1人 当た り平均聴取時間は2時 間17分 で,テ レビジ ョン放送 の

視聴時間 よ り長 く,ラ ジオ全盛 時代 の1960年 の水準に戻 っている。

2通 信関連産業の動向

(1)通 信 機 械 工 業

50年 度の通信機 器の受注実績額は,6,218億 円 で前年度に比べ4.5%の 増

加 とな った。内訳では無線通信装置が1,323億 円 で対前年度比19.6%増 と順

調な伸びを示 したが,有 線通信機器は,4,895億 円 で1.0%の 増 加に とどま

った。 この うち電子交換機 が対前年度比35.9%増,フ ァクシ ミリ21.2%増,

搬 送装 置の うち広帯域端局装置が23.1%増 とな っている。 これは通信網の

高度化 とサー ビスの多様化を示す もの といえ よ う。

需要部 門別 では官公需3,523億 円(対 前年度比1.6%減),民 需1,400億 円

(同5.8%減),外 需1,295億 円(同46.4%増)と なった。 外需 の伸びが著 し

いが,受 注 実績額 の約半分を 占め る電電公社 の需要が横ばいである上 に民需

の低落が加わ り,通 信機械工業は前年度に引き続 き低迷 した。

(2)電 線 工 業

50年 度 の電線 の受注実績は,6,797億 円 と前年度に比べ5.5%減 とな り,前

年度 に引き続 き減少 した。 この うち銅電線は6,257億 円 で6.7%の 減,ア ル ミ
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第1-1-17表 通信機器受注実績額

区 別 49年 度

有

線

通

信

機

器

電 話 機

交 換 機
(電子交換機)

電 話 応 用 装 置

電 信 装 置

(フ ァ ク シ ミ リ)

搬 送 装 置
(広帯域端局装置)

有線通信機器用部 品

計

358
億円

1,695
(376)

479

733
(95)

946
(497)

634

4,846

無 線 通 信 機 器 1,IO5

合 十
謄言
ロ 5,951

50年 度

316
億円

1,836
(511)

470

556
(ll5)

1,072
(611)

645

4,895

1,323

6,218

増 △減 率

%
△IL8

8。3

(35,9)

△1.9

△24.2

(21.2)

13.3

(23.1)

1.7

1.0

19.6

4,5

通信機械工業会資料による。

(注)()は 再掲である。

電線 は539億 円 で11.7%の 増 であ った。 銅電線の品種別では通信 ケーブルが

1,664億 円 で0.1%の 減 少 とな ってい る。

需要部門別 では官公需が1,528億 円(対 前年度比0.6%減),民 需 が4,524億

円(同10.4%減)と 伸び悩んだが,外 需は745億 円(同24.1%増)と 伸びて

いる。官公需 の うち電電公社か らの受注は1,458億 円 で前年度 に比べ2,5%の

増 加であった。

(3)電 気 通信工事業

ア.電 信電話工事業

50年 度における電電公社か らの受注契約額は,4,395億 円で前年度に比べ

12・7%の 増 加 とな った。 その うち3,785億 円 が通信線路工事,610億 円が通信
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機械 工事(伝 送無線工事を含む。)で ある。

イ.PBX工 事 業

自営PBX工 事業 界で組織 している社団法人全 国電話設備協 会の会員数は

50年 度末1,122に 達 している。 自営 の電 気通信設備 の設置,保 守 には公衆電

気通信工事担 任老 の資格が 必要で あ り,自 営PBX関 係 の 資格取得者数は

50年 度末で約2万8千 名 となってい る。

(4)電 子 計算機製造業

50年 の電子計算機生産額 は本体で2,598億 円,附 属 装置 を含め ると4,980億

円 とな り,前 年に比べ7,3%の 減 とな った。輸 出額は258億 円 で21.1%の 増

加 とな ってい る。

50年 度末における我 が国の実働汎用電 子計算機 は35,305台,2兆2,583億

円 に達 してお り,そ の うち国産機の シェアは台数 で63.6%,金 額 で56.9%

とな ってい る。

(5)情 報 通 信 事 業

ア.デ ー タ 通 信

⑦ 電 電 公 社

電電公社に よって提供 され てい るデータ通信 サー ビスには,販 売在 庫管

理 システムサ ービス,科 学技術計算 システ ムサー ビス及 び各種 システ ムサ

ー ビスがあ る
。 各 々のサー ビスのユーザ数,端 末数は第1-1-18表 の と

お りであ る。

第1-1-18表 データ通信サービスの利用状況

の
類
　
騒＼
齢
ユ ー ザ 数

端 末 数

販売在庫管理シ
ステムサービス

771

(133)

2,680

(128)

科学技術計算シ
ステムサービス

752

(ll8)

888

(124)

各種 データ通信
サービス

30

(ll5)

4,491
(Il9)

電電公社資料による。

(注)()は 対前年度比。
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全国的な需要 に対応す るため,50年 度新 たに福 島等の都市 で販売在庫管

理 システ ムサ ービスが,姫 路 等において科 学技 術計算 システ ムサ ー ビスが

開始 された。

各種 データ通信サ ービスにおいては,50年 度 新たに現金 自動支払 システ

ム等 のサ ービスが開始 された。

(イ)国 際 電 電

国際電電 の提供す るデータ通信サ ービスには,国 際オ ー トメヅクスサー

ビスが ある。 これは同一 ユーザ間 のメ ッセージスイ ッチ ングを行 うサ ー ビ

スであ り,50年 度 末ユーザ数 は12,端 末数 は133で あ る。

㊥ 民 間 企 業

情報通信事業を行 ってい る民間企業 の数は,郵 政 省 の 調査に よれ ば50

年12月 末 で,39社 となってお り,前 年 に比べ4社 増加 した。上記39社 のシ

ステ ム数 は53で あ り,サ ービスの内容は事務計算が最 も多 く,次 に技術計

算,情 報提供等 とな ってい る。

イ.そ の 他

電話回線 に録音再生装置を接続す ることに よ り情報 を提供 し,併 せて スポ

ンサ ーのPRを 行 うテ レホソサ ー ビス会社は,広 告,情 報 の新たな担い手 と

して急成長 を遂げ てきた。サ ービス内容は一 般 二一一 スか ら娯楽情報,暮 し

に役立つ情報 と多岐 にわた ってい る。

なお,電 気通信 を利用 した新たな情報通信事業 と して①電光掲示板 を駅前

等に設置 し,セ ンタか ら専用線を通 して コマーシャル,ニ ュース等 を伝送す

るサ ービスを提供す る企業,② テ レビジョンの視聴率 調査 のた め公衆電気通

信網を利用 して標 本世帯か ら視聴時間,チ ャンネル等 のデー タを収 集す る企

業が登場 している。
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第2節 情報化の動向

現在我々の日常生活において,テ レビジョン放送や新聞,雑 誌の提供する

情報は,不 可欠のものとなっている。また,郵 便,電 話等の全国的な通信網

は,個 人の通信手段としてのみならず,企 業,公 共機関等の神経系統として,

経済,社 会活動に重要な役割を占めている。これに加え,昨 今における電子

計算機及びそのオンライン形態であるデータ通信の急速な発展は,情 報の生

産,蓄 積,検 索,流 通を飛躍的に容易にし,銀 行,証 券等の金銭業務,鉄 道,

航空等の窓口業務,企 業の財務管理等あらゆる分野において驚異的な力を発

揮 している。

このように我々の生活の身近なところに,情 報の価値や情報への依存度の

高まりが認められ,我 々の個人生活や社会生活は,次 第に情報の生産,流 通,

消費を中心に営まれるようになってきている。我々はまさにいわゆる情報化

への過程に生きていると言えよう。

それでは我が国の情報化の動きは,具 体的にどのように進んでいるのであ

ろ うか。情報化の見方にはいろいろな方法があるが,以 下本節では情報流通

の量的側面から我が国における情報化の動向をみることとする。

1我 が国の情報流通

(1)情 報 流通量のは握

我 々は 日々テ レビジ 。ン放送を見た り,新 聞を読んだ り,友 人 に手紙を出

した りす るな ど,様 々な メデ ィアを通 して情報を受け取 って消費 し,あ るい

は他人に情報 を提供 している。 ところで,こ の ような情報の量 は,過 去 と比

べ て どの程度増減 してお り,ま た,国 民1人 当た りでは どのように変化 して

いるのだろ うか。

主な情報流通 メデ ィアの普及状況をみてみる と,1人 当た り年間郵便差 出

通 数が45年 度111通 か ら50年 度126通 へ,100人 当 た り電話機数が22台 か ら
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38台 へ,100人 当た り1日 平均新聞発行部数が35.0部 か ら36.5部 へ,1人 当 た

り年間雑誌発行部数が18.7部 か ら21.8部 へ と,い ずれ も普 及拡 大の傾向にあ

り,我 々は年 々よ り多 くの情報 を供給 され,か つ 消費 している と言え よ う。

しか し,上 記の ような メデ ィアごとの動 向の分 析は,情 報量 を総 体的 に計

量化 した ものでな く,し たが って各 メデ ィアが情報 流通 メデ ィア全体 の中で

いか なる位置を占めているか,メ デ ィア間にいかなる相関関係があ るか など

の点 を量的に明確 にす ることがで きない。

そ こで,こ の ような点 を明 らか に し,情 報化 の動 きを総体 的に計量化す る

ため,日 常の会話 か ら放送 やデー タ通信 にいたるまであ らゆる情 報の流通量
(注)

を 共通 の尺度で計量す る情 報流通 セ ンサスが実施 され てい る。 以下,こ の調

査結果を中心 に,我 が国の情報化 の動 向をみ てみ よう。

(注)

情報流通センサスは,あ らゆるメデ ィアによる情報流通の量を共通の尺度で計量

し,情 報流通の実態を情報流通量(供 給量,消 費量),情 報 流通距離量 及び 情報流

通コス トという三つの要素から定量的かつ総体的にとらえようとするものである。

計量方法を定めるに当た り,次 のとお りいくつかの前提をおいている。

① 対象は,郵 便(手 紙,は がき),電 報,電 話,デ ータ通信,テ レビジョン放送,

新聞,書 籍等の情報流通 メディアをはじめ,会 話,学 校教育,観 劇といった情報

流通を含め,34種 類である。

② 各メディアの情報流通を,④ 言語 ⑤音楽 ◎静止画 ④動画の四つのパター

ンに分類し,そ の間に 「換算比価」(例 えばテ レビジ ョン放送1分 間の 情報量は

郵便何通分に相当するか)を 設定するとともに,各 メディアに共通の単位として

日本語の1語 を基礎としたワー ドという単位を設け,こ れによりすべての情報量

を換算集計する。

③ 情報のもつ 「意味」や 「価値」は対象としない。

④ 電話,手 紙等のパーソナル情報流通 メディアでは供給情報量はすべて消費され

るものとする(供 給量=消 費量)。

⑤ 情報流通 コス トは,情 報を流通 させるために要した経費を表し,情 報の生産,

処理等に要する経費は含まない。

(2、)情 報流通量の推移

第1-1-19図 は,我 が国において1年 間に 流通 した 供給情報量と我々が

実際に摂取した消費情報量の推移を示したものである。 これによると,50年
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度 の供給量 は45年 度 のそれに比べ1.71倍 とな ってお り,実 質国民総生産 よ り

もはるか に大 きい伸びを示 してい る。消費量 は同 じく1.22倍 とな ってお り,

供 給量に比べ る とそ の伸びは小 さい ものの着実 な増加を示 している。

情報の供給量 の伸びが消費量 の伸びを上回 っている とい うことは,一 面 に

おいて情 報の消費 につ いて選択性が増 した ことを意味 してい る。すなわち,

同一 メディア内においては,例 えば本で もいろいろな種類 のものが大量 に発

行 され,そ の中での選択 の可能性が増大 してお り,異 なる メデ ィア聞におい

ては,例 えぽ音楽を ラジオ放送 で聴 くか,レ コー ドやテープで聴 くか,あ る

彦 二'

我が国情報流通量の推移

(45年度=100)

/
一 一一一「人。

45年度50

郵 政 省 「情 報 流 通 セ ンサ ス 」調 査 及 び経 済 企 画 庁 ・自治 省 資 料 に よ り作 成 。

(注)対 象 メ デ ィ アは,郵 便 ・電 話 ・放 送 ・新 聞 ・会 話 ・教 育 等,34メ デ ィ

ア で あ る。
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いは生演奏を楽 しむか といった選択,二_一 スを新聞,ラ ジオ放送,テ レビ

ジョン放送のいずれで知るかといった選択の可能性が以前に比べ大 きくなっ

てきたと言えよう。

一方,こ のような選択可能性の増大は,情 報の消費率の低下 と表裏の関係

にある。45年 度において13.4%で あった消費率は50年 度には9.5%に まで低

下 してお り,読 まれなかった雑誌,ブ ラウン管に再現されなか ったテレビ信

号等の量が9割 にも達 し,供 給情報量が増加すれぽするほど情報の消費率は

低下する傾向にある。

2我 が国の情報流通の特徴

(1)情 報流通メデ ィアと情報流通

我が国の情報流通は,第1-1-20図 に 示す とお り,供 給,消 費の両面に

おいてテレビジョン放送,ラ ジオ放送等放送系 メデ ィアによる情報流通がそ

の大部分を占めている。特に供給については全情報流通量の97%を 占め,

我が国の情報流通量の動向は,放 送系 メディアによる情報流通量にかかって

いるといえよう。

しか し,郵 便,電 話等のパーソナル系 メディア,新 聞,雑 誌等の記録系マ

スメデ ィア及びデータ通信等比較的新しい情報流通メディアは,情 報流通量

の全体に占める割合が放送系 メディアに比べはるかに小さいものの,そ の社

会的機能,影 響の大きさについては単純な量的比較を超えるものがある。特

に,最 近における電話普及の拡大,デ ータ通信の急速な発展等の動きが,我

が国情報流通の中でいかなる特徴を示 しているかは,我 が国の情報化の動向

をみる上で重要な指標となろう。以下これらメディアについてその動向を分

析することとする。

第1-1-21図 は,パ ーソナル系情報流通 メデ ィアのうち郵便,電 話,電

報による情報流通量の推移を示したものである。45年 度を100と すると50年

度は112と な り,全 情報 メディアによる情報流通量の動きと比べその伸びは

鈍い。
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第1-1-20図50年 度 の我が国の惰報流通量

供 給 量

「搬 観;;姦

消 費 量

会話 ・教育等

空間系

メディア

38.1%

放送系メディア

60.3%

その他{轡 禰 鵜 護

郵政省 「情報流通センサス」調査により作成。

郵便(ダ イレクトメールを除 く第一種及び第二種)に よる情報流通量は毎

年若干増加しているが,上 記メデ ィアの中に占める割合は,45年 度の35%か

ら50年度の32%と 下降傾向を示している。電話による情報流通量は着実な伸

びを示してお り,こ れらに占める割合も45年 度の65%か ら50年 度の68%へ

と増えている。なお,電 話を公社電話,自 営電話,有 線放送電話に分けてみ

ると,公 社電話の占める割合が増加している。有線放送電話は施設数の減少

傾向を反映 して情報流通量も減ってきている。

また,電 報による情報流通量は減少を続けてお り,電 話,郵 便に比べその

占める割合もごく小さい。
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第1-1-21図 郵便 ・電話 ・電報の情報量の推移
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郵 政 省 「情 報 流 通 セ ンサ ス」 調 査 に よ り作 成。

第1-1-22図 は,デ ータ通信及び加入電信に よる 情報 流通量 の 推移を示

した ものである。45年 度 を100と す ると50年 度 は858と 急 上昇 してい る。 こ

れは,デ ータ通信 に よる情報流通量 の伸 びが45年 度 に比べ50年 度 が約10倍 と

著 しい ことに よる。 これに比べ加入電信 による情報流通量 は毎年 ほ とん ど変

化 していない。

第1-1-23図 は,放 送系 メデ ィアに よる 供給情報量及び 消費情報量 の推

移 を示 したものである。45年 度 の放送系 メデ ィアに よる供給量 を100と す る

と,48年 度 が139.9,49年 度 が157.4,50年 度 が173.8と 急激 に増 加 してい

る。 消費 につ いて も,同 じく45年 度 を100と す る と,48年 度 が124.9,49年

度 が135。0,50年 度 が145.1と 大 きな伸びを示 している。 しか し,供 給量 の伸

びの方 が大 きいので,消 費 率は45年 度 の7。0%か ら50年 度 の5.9%へ と減少

してい る。

放 送系 メデ ィアに よる供給量 は全 メデ ィアに よる供給量 の97%を 占 めて

い るが,そ の中で もテ レビジ ョン放 送に よる割合 が圧倒的 に大 ぎい。 テ レビ
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第1-1-22図 データ通信及び加入電信の情報量の推移

900

800

700

600

500

400

300

200

100

指

数

一

加入電信

一

一

加入電信
輔

一

一

一

加入電信
_⊥

7

溜

一(
45年 度=100)加 入電 信

去

デ

1

タ

通

信

ま

デ

1

タ

通

信

±

デ

1

タ

通

信

45年度484950

郵成省 「情報流通センサス」調査により作成。

ジ ョン放送の情報 消費率は50年 度で7.8%で あ るが,消 費量は毎年放 送系 メ

デ ィアの消費量全体 の約96%を 占めてい る。 ラジオ放送 の供給量は,50年 度

が45年 度 に比べ69.7%増 加 しているが,放 送系 メデ ィアの中で占め る割合は

ほぼ毎年11%前 後 と横ばいである。消費量について も,全 体 の中で占め る割

合が1%前 後 で変化はない。また,消 費率は,50年 度 において0.7%と テ レ

ビジ ョン放送 のそれ と比べ低 い。

有線 ラジオ放送及び有線 テ レビジ ョン放送(CATV)に よ る供給量及 び消

費量は,そ れ ぞれ放送系 メデ ィア全体の中で占め る割合は小 さいが,と もに

45年 度 に比べ約2倍 の伸びを示 している。

第1-1-24図 は,新 聞,雑 誌 等記録系 マスメデ ィアに よる 供給情報量及
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第1-1-23図 放送系メディアの情報流通量の推移
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郵政 省 「情 報 流 通 セ ンサ ス」 調 査 に よ り作 成 。

び消費情報量の推移を示 したものである。50年 度の供給量は45年 度に比べ

19.2%の 増,消 費情報量は14.9%の 増と共に漸増の傾向を示 しているが,放

送系メディアによる情報量 の伸びに比べると,そ の伸びは小さい。消費率は

記録系マスメディア全体で毎年約8%弱 と変化な く,新 聞の消費率がほぼこ

れ と同率となっている。この結果,記 録系マスメディアの供給量及び消費量

は毎年ほぼ同 じ傾向を示 してお り,安 定した状態にあると言えよう。

(2)情 報流通のコス ト

情報を流通させるために要 した総経費を推計 してみると,郵 便,電 話,放

送,新 聞等主要な情報流通 メディア全体で,50年 度において約4兆7,300億

円となっている。 これは,50年 度の名目国民総生産の約5%に 相当し,国 民

1人1日 につき情報流通のために118円 負担 していることになる。
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第1-1-24図 記録系マスメディアの情報量の推移
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第1-1-25図 は,主 な情報流通 メディアにつ き,縦 軸に 各 メデ ィアの情

報流通量 にそ の平均流通距離 を乗 じた情報流通距離量,横 軸に各 メディアに

よって情報を流通 させ るために要 した コス トをその メデ ィアの情報流通距離

量で除 した単位流通 コス トを とってみた ものであ る。 これ によると,情 報 流

通距離量 と単位流通 コス トとは極 めて強 い相関がある ことがわか る。すなわ

ち,単 位流通 コス トの低い メデ ィアほ ど多 く利用 されているこ とであ る。

情報流通距離量が大 き く単位流通 コス トが低いのは,テ レビジ 三ン放送,

ラ ジナ放送 の放送系 メデ ィア と新聞,書 籍,及 び雑誌 の記録系 マスメデ ィア

である。特 にテ レビジ ョン放送 に よる情報は全 メデ ィアの中で最 も情報流 通

距離量が大 き く,か つ単位流通 コス トが低い。

その反対 に単位流通 コス トが高 く情報流通距離量 も小 さいのは,電 報,手

交文書等記録系 パー ソナル メデ ィアである。

このほか,基 幹的な メデ ィアにつ いてみ ると,公 社電話は情報流通距離量

に比 べ単位流通経費は比較 的高い メデ ィアであ り,手 紙及 びはが きに代表 さ
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第1-1-25図 情報流通距離量と単位流通コス ト
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郵政省 「情報流通セソサス」調査により作成。

(注)

経 費を消費情報量で除した単位流通コス トである。

10-1 100

縦軸は,消 費情報量に平均距離を乗じた情報流通距離量,横 軸は,

101

れる郵便は,情 報流通距離,単 位流通経費ともに全メディアの中でほぼ中間

に位置している。近年,情 報流通量の伸びが著しいファクシ ミリ通信にっい

ては,い まだに情報流通距離量の割に単位流通コストが高い値を示 している

が,今 後,普 及の拡大に伴い情報流通量が増大し,単 位流通コス トも低 くな

って行 くものと思われる。
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(3)情 報流通からみた情報化の動向

我が国の情報流通量は,前 述のように拡大の一途をたどってお り,情 報化

は量的な面では着実に進展 しているといえよう。 しかし,そ の内容をみ る

と,情 報流通量の増大は,そ のほとんどがいわゆるマスメディアによる増加

に依存 してお り,情 報流通量の増大とい う面か らみた情報化の進展は,あ く

までマスメディア主導型となっている。

一方,情 報流通 メディアの多様化 も近年急速に進んでいるが,現 在のとこ

ろ,デ ータ通信,フ ァクシミリ通信等新 しいメディアは,主 として業務用通

信の分野での利用に限られてお り,情 報流通量自体も全体に占める割合が比

較にならないほど小さい。 しか し,そ の情報流通量の伸び率の高 さか らみ

て,今 後ますます発展 し,個 人利用の分野にまで広がって行 く可能性の大 き

いことが うかがわれる。メディアの多様化が即情報化に結び付 くものではな

いが,将 来の発展性をみるとき,情 報化への基盤造 りが着実に進んでいると

いうことは言えよう。


